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１）福祉・介護人材確保にかかる近年の動向と県の取組



福祉・介護人材確保にかかる近年の動向

○第9期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について
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○奈良県の介護人材確保の実績と将来推計
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出典：厚生労働省 老健局高齢者支援課 介護業務効率化・生産性向上推進室

○総合的な介護人材確保対策（主な取組）
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福祉・介護人材確保にかかる奈良県の取組

参入促進 ○福祉・介護人材確保に向けた広報戦略事業
・福祉・介護の仕事PR隊の運営
・学生の福祉・介護の仕事への理解促進（大学キャラバンの実施）等
○外国人介護人材受入支援事業
・外国人介護職員の受入に関する制度や支援方法を解説するセミナーを実施
・外国人介護職員の学習支援や生活面のサポートなど、受入環境の整備に要する経
費の補助

○外国人介護留学生受入支援事業
○介護福祉士修学資金等貸付原資造成事業
○外国人介護福祉士受入支援事業

離職防止・定着促進 ○福祉・介護事業所認証制度の運営
・認証取得申請を行う法人を対象に、確実な認証取得に繋げるための個別コンサル
ティングを実施
・小規模事業所（従業員数50人未満の事業所）に対する支援の実施
・人材育成を担う中堅職員（主任クラス）を対象としたマネジメント研修の実施等
○介護ロボット・ＩＣＴ等テクノロジー導入支援

資質の向上 ○各種研修の実施等
・認知症介護専門職支援研修
・認知症介護指導者養成研修
・認知症にかかる医療体制の充実強化
・喀痰吸引等研修

○ 奈良県において2040年度には約3万4千人の介護職員が必要と見込まれる中、将来にわたって必要な介護サービ
スを安心して受けられるよう、その担い手を確保することは重要な課題。

○ 参入促進、離職防止・定着促進、資質の向上など人材確保対策にこれまで取り組んできた。今後は国の動向も踏
まえ、外国人材の確保、生産性向上に係る施策について重点的に取り組む

○奈良県の介護人材確保対策（主な取組）
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